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（技術名）夏季高水温対策によるヤイトハタ種苗の中間育成技術

（要約）

コンクリート製大型水槽（容量 40kL）を用いたヤイトハタの中間育成試験を行った結果、
地下浸透海水を飼育水の一部として利用することで夏季の水温上昇を抑えることができるこ

とを明らかにし、収容魚の高密度化と健苗性の維持を両立した大型種苗（平均全長 100mm
以上）の効率的量産が可能な飼育管理技術を開発した。
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［背景・ねらい］

本県の主要な養殖対象種であるヤイトハタは、天然海域の資源量が少なく、養殖用種苗のほ

ぼ全てが人工種苗生産魚で占められている。近年開発された新たな種苗生産方法により、卵か

ら着底期稚魚（全長 25mm未満）までの生産経費の削減や生産時期の早期化に成功しているも
のの、種苗配付サイズ（全長 35～ 100mm未満）への養成を行う中間育成経費の低コスト化に
課題を残している。また、近年、配付直後に発生する外部寄生虫症の被害が多発しており、そ

の害作用の耐過に有利だと考えられる大型種苗（全長 100mm 以上）の配付要望が高まってい
るが、水温 30 ℃を超える夏季高水温期に健苗性の高い大型種苗を量産することは技術的難度
が高い。一方、石垣支所内に整備された取水井戸から揚水される地下浸透海水（以下、地下海

水）は、生物飼育に適した安定的性状を有しており、その利活用による生産コストの削減が期

待されている。そこで、地下海水を利用した飼育水温調節によって、夏季高水温期における大

型種苗の効率的量産と育成経費の節減が可能かどうかを検討した。

［成果の内容・特徴］

1. 飼育水として地下海水と自然海水を 1：1 の割合で注水した結果、自然水温より平均 1.6
～ 2.4℃低い飼育水温を量産規模の大型水槽で実現した（図 1）。

2. 最大収容密度が 36 kg／ kLに達したことから、自然海水使用時の平均的な収容密度（約 5
kg／ kL）と比べ、生産面数を約 1／ 7以下に縮小できる可能性が示された（表 1）。

3. 形態異常個体の発生率は、いずれも 8%以下であり、地下海水の原水掛け流し時に生じる
鰭膜欠損等が生じた個体は観察されなかった（表 1）。

4. 高密度化による水質悪化を原因とした成長不良等は確認されず、1 日あたりの増重量率は
最大 5.8%に達し（表 1、2）、自然海水使用時とほぼ同等の成長が認められた（図 2）。

5. 試験終了時の生残率は、いずれの試験区においても 80%以上と高かったが、試験開始時
における収容魚の選別作業が不十分だった 2014 年高収容区では、共食いによる死亡個体
が頻繁に観察された。

6. 以上の結果、地下海水を飼育水の一部として利用することにより、夏季高水温期において

もヤイトハタの成長に適した水質環境を安定的に維持することができ、高密度化と健苗性

の維持を両立した大型種苗の効率的量産が可能であることが実証された。



［成果の活用面・留意点］

1. 全長 100mm 以上の大型種苗の配付要望に対応する中間育成において、生産面数の縮小に
よる生産コストの削減が可能な飼育管理技術として活用できる。

2. 地下浸透海水の性状は地質状況等によって差が生じるため、飼育水として利用する場合は

事前に性状調査を行うとともに、飼育対象生物への影響について検討する必要がある。

3. ウイルス性神経壊死症（VNN)の発症要因として、高温ストレスだけでなく、共食いや過
食ストレスの増大にも留意する必要がある。

［具体的データ］

［その他］
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図 1 中間育成試験中の飼育水温の経日変化．自然
海水の平均水温は，石垣島川平湾奥（水深 5m）に
設置したデータロガーによる測定結果を示す．

図 2 自然海水飼育と地下海水混合飼育の平均体重比較．

表 1 各試験区の収容条件と養殖特性値．試験魚はコンクリ
ート製大型水槽（容量 40kL）に設置したモジ網（容量 11.4kL）
に収容し，網内には垂下式のシェルター（塩ビ・ネトロン
ネット製；容量 0.2 ～ 0.4m ）を設置した．2

表 2 試験期間と水質測定結果．いずれも飼育期間中の
底掃除は 7 日毎に行い、 14 日毎に水槽替えを行った．

* PCR 法によるウイルス検査の結果を示す .


